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後 遙 国 開 発理 論 に お け るBalanced

Gr・wth概 念 に つ い て

一J● シ ー ハ ソ の 分 析 一

麻 田 四 郎

1

後 進 国開 発理 論 の分 野 に お い て,BalancedGrowthと い う概 念 は 極 め て重

要 な概 念 で あ る。 この分 野 の代 表 的 労作 の 一?で あ るヌル クセ 「資 本 形 成 の諸
くり

聞 題 」 で,BalancedGrowthに よ る投 資 誘 因 不 足 の 打開 と,偽 装失 業 の生 産 的

動 員 た よ る資 本供 給 力 の増 大 とに,後 進 国 経経 開 発 の契 機 が 見 出 され て い るよ

うに,BalancedGrowth概 念 は,後 進 国経 済 開 発問 題 に お い て無 視 で きぬ重

要 な意 義 を もつ もの で あ る。 しか し なが ら,BalancedGrowth概 念 が 正 確 に

は い か な る理 論 内容 を もち,い か な る政 策 の理 論 的基 礎 とな り うるか に つい て

くヨラ

は,多 くの論 者 に意 見 の 一 致 が あ るよ うに は見 え ない 。筆 者 も,か つ て ジ別 の

機 会 で ヌル クセ の所 論 を論 評 して,BalancedGrowthの 概 念 が 政 策的 に も有

敷 な概 念 た り うるた めに は,概 念 の 一 層 の 明確 化 と具体 化 が必 要 で あ る こ とを
ぐの

指摘 した。 しか し,そ の指摘 もい わば消極的批判 に止 まつ て,積 極的分析 をな

すに至 らなかつた。 ところが最近 シ・一ハンの論文に接 し,彼 が筆者 のいだいた

(1)R.Nurkse,PreblemsefCapitalE・rmatieninUnderdevelopedCθuntries,

1953:土 屋 六 郎 訳 「後 進 諸 国 の 資 本 形 成 」 昭,30.巌 松堂.

(2)BalancedGrow由 概 念 の 多 義 性 に つ い て は,C。P.Kindleberger,Economic

l)evelOPment,McGraw-Hill,NewYork,1958,ch.9を み よ。 後 進 国 理 論 の 分

野 で,こ の 概 念 は しば しば 「均 衡 成 長 」 と訳 され て い るが,適 訳 とは 思 えな い。 も

と も と内容 に 巾 の あ る概 念 で あ るか ら,「 均 衡 」 とい う理 論 的 厳 密 性 を予 想 させ る

形 容 詞 を避 け て,卒 直 に 「バ ラ ン ス の とれ た成 長 」 とす るべ きで あ るが,こ れ も訳

語 と して熟 して い な い 憾 み が 残 る。

(3)拙 稿 「経 済 開 発 理 論 ノPtト,一 一一R.ヌ ル クセ の所 論 を 中 心 と して 一 」.商 学 討 究

第7巻 一第2・3号.1956年12月.
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の と同 じ問題点 を と りあげて分析的議論 を展 開 してい るの を知 り,論 点 が大 き
　の

く明確 化 さ れた感 を もつ こ とが で きた 。 か つ て の拙 稿 を補 足 す る意 味 か ら も,

以下 に お い てシ ー ハ ンの所 論 を論 評 しな が ら紹介 し,BalancedGrowthの 概

念 を反 省 し てみ たい と思 う。

2

シ ーハ ンは その 目的 を次 の よ うに 卒 直 に の べ て,議 論 を始 め る。

「実 際 の ところ,こ の(BalancedGrowthに 関 す る)議 論 は,有 益 で ま た

人 の心 に訴 え る力 を 多分 に もつ てい るの で,同 時 に そ こに誤 解 の危 険 も多分 に

存 在 す る点 が,必 ず し も正 し く認 識 され てい ない 。起 り うべ き解 釈 上 の誤 謬 の

結 果 は極 め て重 大 で あ る。 け だ し,そ の議 論 は 容 易 に正 に 全 く誤 つた方 向 の投

資 政 策 に結 び つ くか らで あ る。バ ランス とい う観 念 は 取除 くべ きで あ る。 そ う

す れ ば,正 しい 基 本 的洞 察 に議 論 を混 乱 させ る要 素 が 入 り込 む こ とは ない で あ

ろ う。本 論 は ヌル クセの この概 念 の説 明 に焦 点 を あ わせ て,こ の 点 を明か に し
くおラ

よ う とす る もの で あ る。 」

くの
BalancedGrowth概 念 の 想 源 は,古 くAllynYoungに み ら れ,Rosenstein一

ごアツ

Rodanに よ り後進国問題に 適用 されたのであ るが,こ こでは最 も卒直 かつ説

得 的な表現で議論 を展開 した ヌル クセの吟味か ら始 め る。

ヌル ク,セに よれば,後 進国の所得水 準 を低水準に ひ きとめ る原因 は,簡 単に

は資本 不足 であ るが ゴ資本不足 自体は 二つの原因す なわち 「投資誘因の不足 」

と 「資本供給力の不足」 に よつ て生 じてい る。BalancedGrowthは 前者す な

わ ち 「投 資誘因 の不足 」 を打破す る方策 として取上 げ られ るの であ る。 ヌル ク

セのい う投資誘因 の不足は,資 本不足→低生産性→ 低実質所得→ 低購買力(市

場 の狭隙)→ 低投資誘因→資本不足 とい う悪 循環の一環 で あつ て,ケ インズ流

(4)John髄Sheahan,``Interna重ionalSpecializationandtheConceptof

BalancedGrowth"(～ μα7彦ertJlournalofEconomies,Vol.LXXIII.May,1958

pp.183--197.

(5)Ibidりp.183.

(6)AllynYoung,``lncreasingReturnesandEconomicProgress,"Econo〃zic

lournal,XXXVIII(1928),pp.527-42.

(7)Rosenstein.Rodan,``ProblemsofIndustrializationofEasternandSouth-

EasternEurope,"E`oπ07π`610urnal,LIII(1943),pp.202-11.
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の有敷需要 の不足 とは別個の ものであ る。 そ こで ヌル クセは この悪 循環打破 を

次 のよ うに例示 的に説 明す る。す なわ ち,実 質購買力(所 得)が 低 いた め市場

が狭い社 会に あつては,あ る特定 の生産分野へ投 資がな された として も,そ れ

だけでは,そ の投資に よつ て増大す る生産量 に対 し充分 な需要増加 を期待す る

ことはで きない。

「大 多数 の人々 が靴 をは ぐこ とがで きない ほ ど貧乏な国では,近 代的製靴工

場 を建設す るこ とは危い事業で あろ う。靴の市場 が あま りた狭 いか らで あ る…

…(な ぜ な ら)靴 の生産者は靴だけで生活 で きない。彼 らが必要 とす る他の物

は,靴 との交換 に頼 らなければな らない。 もし残 余の経済におい て生産力が増

大 せず,従 つ て購買力 を増大 させ る何物 も起 らない とす るな らば,新 しい靴の

産 出高に対す る市場 は恐 ら く不足す るこ とに なろ う。 ……困難は何 よ りも先 づ

低実質所得にお け る需要の避 くべ か らぎ る非弾力性 に基因 してい る。 ……では

この行詰 りを打開す る ものは何 であろ うか。……狭い市場 によつ て惹 き起 され

る困難 は,単 独 に とりあげ られた単一方 向に おけ る個々 の投資誘因 に関す る も

ので あ る。少 くとも原理上 は,広 範囲の異種産業に 多少 とも同時的に資本 を使
　

用 す る こ とに よ つ て,そ の困 難 は解 消 す る。 ・… ・・一群 の補 完 的 な計 画 に,よ り

多 くの よ り優 れた 道 具 を用 い て働 く人 々 は,互 い に顧 客 とな りあ う。大 量 消 費

を賄 つ てい る大 部分 の産 業 は,相 互 に市 場 を提 供 し,し た が つ て相 互 に 支 持 し

合 う意 味 で補 完 的 で あ る。rバ ランス の とれた 成 長』 を主 張 す る根 拠 は,『 バ

く　う

ランス の とれ た食 事 』 に対 す る必 要 性 に依存 す る。 」

要 す るに ヌル クセの 狙 うと こ ろは投 資 誘因 の不 足 をBalancedGrowthす な

わ ち各 方面 の投 資 計画 の 同時 的実 施simultaneousmultipleinvestmentsに よ

つ て打破 しよ うとす るの で あ る。産 業 構造 特 に工 業の 多様 化 を狙 う総 合 開発 方

式 とい つ て よい 。

さて,シ ーハ ンは,こ の ヌル クセ の い う投 資誘 因 不 足論 が充 分 な根 拠 を もつ

て い る こ とを次 の よ うに説 明 す る。 い ま二 財Xl及 びx2よ りな る経 済 を考 え,

各 財 の価 格 をp1,p2,限 界敷 用 をu1,u2と し,投 資 者 が 投 資 に際 して要求

(8)R.Nurkse,op.cit.,PP.7-11.邦 訳10-17責.
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す る最 低 資 本収 益率 をRと しよ う。 また 始 めの状 態 が次 の よ うで あ つ た と しよ

う。

{1}玉L自i虹
PIP2

(2)各 産業の資本収益率 がRに 等 しい。

【3}各 産業は不変生産費の法則 に従 う。

この場合,Xl産 業の拡張 が単独 に 行われ るな らば,x1の 生産増加に よ る所得

の増大 が生 じ,従 つ てXl,x2両 商品 に対 す る需要 を増大す る。 しか しx2の

供給は不変であるから購 は下落する・番 浅 を纐 するれめゆ ・は下

落す る。Plの 下落は資本収益 をR以 下 に引下 げ るで あろ うか ら,先 賢の明 あ る

投 資 家は当然x・ 産 業への投 資 を拒否す るこ とにな り,投 資誘 因の不足 とな る。

筆者は シーハンの分析 をヌル クセの投資誘因不足論 の裏付け と してのべた が

実 はシーハ ンは この議論で ヌル クセ を批判 してい るので あ る。 「上述の ヌル ク

セの設例 に対 して与 え られ る異議 は,そ のよ うな事態(投 資誘因の不足)の 生

ず るのは,'(ヌ ル クセによれ ば,)x・ が定義的 に需要弾力性 が低 い とされ る非
の

必 需品non-essentialで あ る とい う単純 な仮 定 に 依 存 す るか に み え る こ とで あ

る。 しか し明 らか に 問題 は特 定 の 需要 弾力 性 の大 さに依存 す る もの で は な い。

→財 の 拡張 が単 独 にな され ,他 財 の 供 給 が不 変 の と きは,い つ で もこの こ とは
ぐの

妥当す るので ある。」

この引用の意味 は こ うで あ る。 ヌル クセに よれば,単 独投資 は,そ の商品 の

需要弾力性(こ こでは価格 変化が考慮 されてい ないか ら,需 要 の所得弾力性)
ロ 　

が低 い場合 に,需 要不足 は必然的に発生す る。逆 にいえ ば,ヌ ル クセは需要の

(所得)弾 力性が高い場 合には,単 独投資 とい え ど も,需 要不足 に直面 しない

とヌル クセは考 え てい るよ うで あ る。 しか し ・需 要 不 足 の発 生 は ・投 資 が 単独

に行 わ れ る と きに は い つ で も発 生 す るの で あ り,弾 力性 の高 低 とは無 関係 で あ

る。 この点 を ヌル クセは 見 落 してい る,と い うの で あ る。 この批判 はい さ さか

行 過 ぎ の よ うに筆 者 に は 思 わ れ る。x、 産 業 の産 出 高増 加 分 が,xl投 資 に よつ

(9)J.Sheahan,ob.cit.,P.187.
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て もた ら され る所 得 増 大 に よつ て全 部 的 に吸 収 され ぬ限 り,Xlは 需 要 不 足 に直

面 す る こ とは,ヌ ル クセ の設例 か ら容易 に 推 察 で きる こ と で あ る。 し た が つ

て,ヌ ル ク セが 「需 要 が非 弾 カ … ・」 とい うと き,弾 力性 の値 の大小 を問題 と

してい るので は な く,所 得 増加 分 の す べ てがx1に 対 す る需 要 の純増 とな らぬ

とい う点 を問 題 と してい るの だ と解 釈 したい 。 一

この よ うに理 解 すれ ば,ヌ ル クセの い うよ うに,Xl・x2両 産 業 を同 時 的 に拡

張 す る と きに は,投 資 誘 因 不足 の困 難 は排 除 され る こ とに な る。た だ し,厳 密

に は,そ の投 資 は,そ の結 果生 ず る実 質所 得 の 増 大 とそ れ に応 ず る各 財 の 需要

の所 得 弾 力 性 に 関 し て正 確 に釣 合つ た もの で な けれ ば な らな い 。 これ をBal・

ancedGrowthの ヌル クセ的 内容 とい つ て よ いで あろ う。

3

BalancedGrowth的 発 展 す な わ ち 多角 的 ・多様 化 的 発展 の構 想 に対 し ては

く　の

これ ま で に有 力 な批 判 が あつ た。 す で にSingerは1949年 の論文 で,後 進 国 は定

義的に肇本不 足国で あ り,多 角発展が必要 とす る膨大 な必要資本額は,よ く後

進 国 の賄 い う る ところ で は ない で あ ろ うか ら,現 実 の 問題 と し て,こ の 構想 は後
し　ヨ

進 国 に とつ て正 に 不適 当な もの で あ る とい つ てい る。ま た,Bauer・Yameyも,

BalancedGrowthの 構想 が実 際 に役 立 つ ケ ー スが 殆 どな いの で は な い か,そ

の有 利性 も一 見 す るほ ど大で な い の で は な い か との 疑周 を発 してい る。 これ ら

の批 判 は 多 く現 実 的経 験 に基 い てい るの に対 し,シ ーハ ンはBalancedGrowth

が経 済構 造 の 多様 化 を狙 う多角投 資 計 画 に結 び つ く理 論 的 関連 を分析 的 に 追及

す る。 そ し て以 下 にの べ る諸理 由 か らBalancedGrowthが 多角投 資 の 優位 性

を裏 付 け る理 論 的 根 拠 は薄 弱 で あ る と結 論 す るので あ る。

第 一一に,BalaneedGrowthを 考 慮 しな い で 独立 的 にな され る投 資 が必 ず 不

利 で あ る との議 論,す な わ ち,x2の 産 出量 が 不 変 で,x1の 産 出量 の みが 増 大

(10)H.W.Singer,"EconomicProgress"inUnderdevelopedCountries",

30磁1Researth,Vol.XVI,1949.前 掲 拙 稿 注(3)参 照.

(11)P.T.Bauer&B.S.Yamey,TheEcomomicsofUnderdevelVpedCountries,

TheCambridgeEconomicHandbooks.(London.1957)pp.247-250.拙 稿

「経 済 開 発 理 論 の 一 反 省 一一Bauer・Yamey『 低 開 発 国 の 経 済 学 』 一 」.商 等 討 究

第8巻 第4号,1958年3月,
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す ると きは,PIが 下落 して,資 本収益率 はR以 下に下落す るで あろ うとい う関

係 は,次 の二仮定 に立 つては じめて成立す る もので ある。

「a)当 初の状態 が
,各 産業の資本収益 率が正にRに 等 しい状態 で あること。

㈲ 技術進歩によつ て生産費の下 落や新製品導 入が行 われない こと。

もし9)の 仮定 が妥 当 しないで,現 実 の資本収益率 がR以 上で あ るとすれば,特

定 の投資 がPjを 引下 げた として も,資本収益率 がR以 上に止 まる限 り,投資誘

の不足は発生 しないで あろ う。 また,㈲ の仮定 が妥当 しないで,新 技術がx1

の生産費 を引下 げるな らば,Piの 低 下にかかわ らず,資 本収益率 は必 ず し も低

下 しない。同様 に,新 製品 は必 ずR以 下の資本収益率 しか もた らさゆ と想定す

ることはで きない。多 くの後進国の現実では,こ の二仮定が妥 当せず,し た が

つて ヌル クセ的BalancedGrowth論 の現実的意義 はそれ ほ ど大 きくない と考

(12),

え て よい で あ ろ う。

シー ハ ンの 第 二 の批 判 は,ヌ ル クセに よつ て価 格変 動 が無 視 され てい る点 に

向 け られ る。 ヌル クセ 的BalancedGrowthに よれ ば,協 同 的 多 角投 資 計画 に基

い てな され る各産 業 の投 資 は,各 商 品 の需 要 の所 得 弾 力性 の大 さに相 応 した も

の で な けれ ばな らな い とい うの で あつ た 。 この よ うにBalancedGtowth概 念

が特 定 の 需要 の所得 弾 力 性 に結 び つ い てい る こ とは,逆 に各商 品 価 格 の不 変 が

仮 定 され てい る と考 えね ば な らな い 。 しか し 価 格体 系 の不 変 を前提 と し て,後

進国 経 済 発展 を考 え る こ とは,極 め て無 理 な こ とで あ る・した が つ て,Balanced

Growthの 構想 もこ の点 で 重大 な欠 陥 を内蔵 してい る とい わね ば な らな い 。

こ こで も筆 者 は,ヌ ル クセ が需 要変 動 の所得 敷 果(所 得変 動 に 対 応 す る需 要

変動)の み を問題 に し,価 格変 化 を無 視 した と断 ず るこ と は行 過 ぎ で あろ うと

考 え る。 ヌル クセ は,J・S・ ミル の 「もし も個 人 的 利害 が命 ず る割合 で あ らゆ

る種 類 の 生産 物 に誤算 な く分 配 され るな らば,一 切 の生 産 増 加 は それ 自身 の需

(12)シ ーハンのこの議論は,前 述のBauer・YameyのBalancedGrowth論 に

対す る経験的批判を支持す る理論的仮設を与 えるものとして理解 ししてよい。 この

よ うな条件分析の議論は,あ るいは余 りにも詮索す ぎるとの感 を読者に与 えるか も

しれないが,BalancedGrowth論 がやや もすれば投資誘因不足を強調 しす ぎるき

らいがある点に対 して反省 して意義を見出す ことがで きる。
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(13)

要 を創造 す るか,又 はむ しろ構成す る。」 を引用 し,「 ここに簡潔に均衡の と

れ た成長 の望 ま しい理 由が ある。……広 範囲 にわた る消費財の 生産 増加が,消
の ぐ

もユの

費者選択 と符合 す るよ うに釣合つ てこそそれ 自身の需要 を生 みだすので ある。」

とい つてい る。 この 「個人的利害 の命ず る・・… 」 とか 「消費者選択 と符合 して

・… 」 とい う場合
,需 要変動 が所得 敷果 ・価 格敷果の 両者 に即 して考 え られ て

い ると理 解す るのが最 も無理 のない解訳だ と思 う。従 つ て,シ ーハンの議論 を

ヌル クセ批判 として受取 るな らば,偏 狭 な批判 とい わざ るをえない。このよ うに

ヌル クセに好意的な解釈 を下 した として も,BalancedGrowthが 協同的多角投

資賛成論 に結びつ くとす る素朴な理 解は,次 の理由か ら成 立 しないで あろ う。

シーハンの議論 に従 つて,あ る 多 角投 資 計 画 が矛盾 な く実施 し うる条件 を

考え てみよ う。まつ各産業の資本収益率 がR水 準 にあ る もの とす る。 もし計画

実施 が各財な らびに各生産要素価格 に変化 を生 ぜ しめないな らば,計 画実施に

伴 う所得 増大額の大 さと,そ の所得増大 に伴 う各財 の需要増大額が 正確 に予測

され,こ の予測に相応 した規模で各産業 の投資規模 が定 め られ ることが必要で
ほ ユノ

ある。 しか し,も し生産要素の供給 が制限 され てい るな らば,投 資計画の実施

は生産要素価 格の引上 げ,各 財生産費の騰貴 を招 き,資 本収益率Rを 以下 に引

下 げ る可能性 があ る。 それ ばか りでない。各産業 の生産係数 の相違に応 じて,

各財 の相対価格 が変化 して くる。一度,相 対価格の変動 をゆ るすな らば,需 要

変動 を所得敷果 と価格敷果 の二面 よ り考えね ばな くな り,需 要の所得敷果 のみ

を考え てい たBalancedGrowth概 念 が有敷 に適用 され る場 がな くな る。 また

価 格変動の尋入によ り,国 民所得水準の引上 げ を政策 目的 とす る限 り,投 資計

画は,産 業各分野への分散投 資 または 多様 化 投 資 で はな く,逆 に,特 定産 業

(13)J.S.Mill,EssaysonSomeUnsettledQuestionsofpoliticalEconomp

(LondonSchoolofEconomicsreprint,1948),P.73.

(14)R.Nurkse,op.cit.,邦 訳.18頁.

(15)最 初 に 生 産 要 素 価 格 の 変 動 を 指 摘 し て,BalancedGrowthを 批 判 し た の が フ

レ ー ミ ン グ で あ る 。M.Fleming,"ExternalEconomiesandtheDoctrineof

BalancedGrowth",Economiclournal,June1955。 こ の 論 文 は,生 産 要 素 供 給

の 非 弾 力 性 を 強 調 す る あ ま り,議 論 が あ ま り抽 象 的,非 現 実 的 に 走 つ て,ヌ ル ク セ

に よ つ て 拒 絶 的 な 反 批 判 を う け て い る 。R.Nurkse,"BalancedGrowthon

Static"Assumptions",EcenomicJournal,June1956.
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分野 への集申投資 の方 が望 ま しい ケース も生 じて くるので あ る。

この相対価格の変動 を考慮す ることの意義 は,次 の例で明 とな るで あろ う。

X1産 業が 逓増生産費 法則,X2産 業 が不変生産 費 法則に 従 うもの としよ う。 ま

た,協 同的多角投資計画 が,相 対価格不変の場 合の所得増大 に伴 う需要増大 に

相応 す るよ うにXl及 びx2へ の投資 が行われ るよ うに編成 され てい る もの とし

よ う。 この計画の実施 は,£ と を引上 げ,Xl産 業の資本収益率 をR以 下に引下
P2

げ る。 この相対価格変化 をな くす るためには,X2の 犠 牲においてX、 への投資

に補助金 を与えな ければな らない。それは実質所得 の成長 を阻害す ることに他

な らない 。けだ しXlは 逓増生産費で あ るか ら,x、 の産 出量増大は 従来以上の

ヨ リ太 な る生産要素の投 入,し たがつて 従来以上の ヨリ大 な る量のx2の 放棄

を必要 とす るか らで ある。逆 にX1が 逓減生産費法則に 従 うと きに は,Xl産 業

へ特化 す る方 が総実質所得の増大 を促 進す ることにな る。 か くして,一 国の投

資計画が実質所得の可及的上昇 を目標 とす る限 り,需 要面 のみ を考 えて供給面

(相対生産費 の変動)を 考慮 しないBalancedGrowth論 は,所 得増大 を不必

要 に制 約す る可能性 を含む ことにな り,従 つて多角的分散投 資が有利で あ ると

の議論 を簡単に容認す ることはで きな くな るので あ る。

4

第三 に,シ ーハ ンの批判 は,こ れ までのBalancedGrowth論 が,注 意 を専

ら国内市場に極限 し,海 外市場 の存在 に正 当な考慮 を払わなかつ た点 にむけ ら

れ る。

すで にみたよ うに,独 立的 にな され る単独の投 資が不利で あ る とされ る所 以

は,供 給増大 によつ て,そ の商品価格が下落す るで あろ うとい うのが原因で あ

つ た'。かか る関係 は,そ れ が外国市場 と貿易関係 を もたぬ低所得 国の場合 には

明 らかに発生す るで あろ う。 しか し,そ の商品 が貿易 を通 じ て 外 国 市 場 で 需

要 され る もので ある限 り,個 別投資 の供給増 大が,そ の商品 の世界価格 に 目立

つた下落敷果 を与え る もので はない。 サ ミユエル ソンは あ る箇所で,世 界市場

価 格は一一国の 需要供給 の 変化 に よつて殆 ど影 響 され ない との 仮定 を用い てい
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ほぜめ

る。果 して,こ の 仮 定 が現 実 に妥 当 す るか否 か は,各 国 の事 例 につ い て の実 証

研 究 に侯 たな けれ ば な らな い 。 しか し,あ る商品 を世界 価 格 で 利益 を え て輪 出

し てい る後 進 国 が,そ の産 業 分 野 に投 資 を行 つ たか ら とい つ て,世 界価 格 に顕

著 な影 響 を与 え る可能 性 は殆 どない とい つ て よい の で は な い か 。 もちろん,一

国 が 農 業 の全面 的 拡張 を実 施 す るな らば,農 産物 の世 界価 格 は大 巾 に崩 れ るで

あ ろ うこ とは充 分 に考 え る こ とがで きる。 しか し,そ の よ うなケ ース はBal

ancedGrowth論 が考 え る問題 で はな か つ た。BalancedGrowth論 が 関心 を

よせ た問題 は,後 進 国工 業 セ クタ ーに お け るBalancedGrowthな の で あ る。

そ れ 故,も しサ ミエル ソ ンの仮 定 が妥 当 す るな らば,(そ う想 定 す るの が現 琴

的 で あろう。)BalancedGrowth論 が懸念す る供給増大→価格下落→投 資誘

因不足の関係 は生 じない こ とにな る。

この よ うに論ず るシーハ ンは議 論 を更 に進 め る。特 定商品の供給が世界価格

に顕著な影響 を与 え る もので ない として も,後 進国の生産者 は～供給増加 にあ
ラ

ナこつ て生産費 の上昇に直面す るか もしれない。 その場含 には,そ の限 りにおい

て投 資誘因 は弱 め られ るこ とにな る。逆に,生 産費 が逓減 す る場合 には,投 資

誘 因 は強 め られ るわけで ある。後者の場 合,後 進国に とつ ては,そ の生産費逓

減産業 に特化 し,い わばUnbalancedGrowthを 図 るこ とによつ て,国 民所得

の増大 を図 るこ とがで きるこ とにな る。 ここに従来 のBalancedGrowth論 と

逆 の結論 が生 ず る可能性が あるわ けで ある。

しか し,単 純に後進国の海 外市場の進出が容易に行 なわれ るであろ うと考 え

るこ とは非現実 的であ る。現実には 多 くの障害,た とえば,輸 送費,市 場 開拓

費,販 売費,暖 簾,経 営技術,生 産技 術,貿 易諸統制 その他 の障害 が存在 し,

世界市場への進出 は決 して容易で はない。 その限 りにおいて,後 進国は世界市

場 か ら隔離 され てお るので あ り,投資誘因不足 が生 ず る可能性 もあるのであ る。

5

以 上,Balan.cedGrowthの 反省 か ら,そ れ が容 易 に協 同的 多角 投 資 ま たは1

(16)P.Samuelson,``TheGainfromIntemationalTrade。,'Readin8sin'ゐ8

Theor"oLプlntern'atinalTrade,pp.244-45.
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経済構造特 に工業 の多様化 政策の優位性 を裏づ け る理論的根拠 とな りえない こ

とが明 らか となつた。 しか しな が ら,こ れ まで のBalancedGrowth論 か ら

離れ たか らといって,多 角投資 が有利なケースが考 え られないわ けではない。

次 にその 司能性 を考 えてみよ う。

ある中央計画当局 が,各 産業分野の投資計画 を統轄 し,各 投資 が すべ てた と

えば20%の 資本収 益率 を収 め うるよ うな 多角投資計画 を実施 す る もの としよ

う。 この場合,当 局 は各投資 の実施 によつて生 ず る各商品 な らびに生産要素 の

価格変動,社 会実質所得 の増大 を考慮 して,各 財の需要変動 に 調和 した各投資

がこの総合的 多角投 資計画 を構成 してい る ものでな ければな らぬ こ とは前 にの

べ た。 このよ うな計画 は実際 には立案不 可能 であ るが,こ こで はそのよ うな理

論模 型 を考 え るので あ る。各分野の投 資はそれ ぞれ の生産物供給 を増大 して そ

の商品価格 を引下 げ る傾 向を もつのだ が,他 分野の投資 によ る所得増大 がこの

価 格引下傾向 を阻止 す る有利な敷果 もあるこ とが計画 当局の考慮 の申に 入 って

い る。 これ に対 し,各 投資 が相互 に独立 的になされ る場合 には,各 投 資者は他

分 野の投資 が 自己の生 産物価格 を引上 げる敷果 に充分な信頼 をかけ ることはで

きない 。すなわ ち各生産物(輸 出品 を除 く)の 期 待価 格は,申 央 当局が すべ て

の投 資 を統轄す る場合の期待価 格に くらべ て,下 廻 るで あろ う。そ こで各投資

者 の予想収益率 は中央計画 の場合 に くらべて過少評価 さ和,そ れ だ け投 資誘 因

が弱 ま るこ とにな る。これが統一的 多角投資政策が必要 とされ るケースで あ る。

これ に対 し て 生 産 費 面か らの 考 慮 が 必 要 と な る。 個 人 投 資 者 は他分野

の投 資が 自己の生 産物 に対 す る需要増大敷果 を もつ 点 を無視 す るで あろ うが,

同時 に,他 分野の投資 が生産要素価格 を引上 げて,自 己 の生産費に悪影 響 を与

え る敷果 を も無視 す るで あろ う。すなわち,個 人投 資者は生産 費の面で 申央 当

局 よ り楽観的態度 を と り易い。従 つて,個 人投資者の予想収益率に関す る過小

評価 の傾 向は,こ の生産費面の楽観的態度に よつて相殺 され るこ とにな るで あ

ろ う。

ここで生産費の変 化が どの程度の重要牲 を もつで あろ うかが問題 とな るが,

それ はい うまで もな く,各 生産要素の供給の弾力性 に依存す る。天然資源,労

働 人 口,技 術の豊 富な国で は,こ の生産費の騰貴 について殆 ど考 慮 しな くて も
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よいで あろ うし,そ れだ け統一的 多角投資計画の有利性の 巾はひろが るであ ろ

う。現実の後進諸 国の資源状態で どの程 度の弾力性 を もつであ ろ うかは,別 に

実証的 に研究 され な けれ ばな らぬ。

次 に個人投資者 の抱 く期待の作用 を考 えて み る。将来 の国民所得増加 に対 す

る一般 の期待 が大な るときには,各 投資者 は,自 己の生産物増加によ る価格下

落敷果 にあま り心配 しないであろ う。また,過 去 の所得成長率が低かつ た と き

は,投 資実施 によ る将来 の所得増加に対 して,各 投 資 者 は 大 き な期待 をかけ

ないで あろ う。従つて,そ れ だけ投 資に よる価格下落敷果が重視 され る傾向が

あ る。 そ和故,当 局が こ和 までの低所得増加率 を急速 に引上 げることを図 るな

らば,各 投 資者が将来の所得増 大に充分な信頼 を抱 くよ うに な るまで,協 同的

多角投 資 を計画す る必要が生 じる。

6

以 上 の議 論 を要 約 し よ う。従 来 のBalancedGrowth論 は非常 に 安易 に受 取

られ る危 険 を もつ 。 需 要面 特 に国 内需 要面 に注 意 が集 申 され て,生 産 費 な らび

に相 対 価 格 の側 面 に正 当 な配 慮 が さ和 て い な い 。 単 純 に 多角投 資賛 成 論 と受取

られ る と きに は,投 資 政 策 の指 導 原理 と して は危 険 な もの で あ る。需 要 面 と共

に生 産 費 面 の 変動 を考 慮 し た上 で,資 本収 益 率 の 高 い 産 業分 野 に生 産 資 源 を配

分 す るの が,実 質所 得 を向 上 させ る原 則 で あ る。 外 国市 場 を考慮 し,逓 増生 産

費 産業 を輸 入 で代 替 し,逓 減 生産 費 産 業 の輸 出 に努 力 す る こ とは,こ の原 則 を破

る もの で はな い 。 この方 向 に投 資 計画 が進 め られ るな らば,そ れ はBalanced

Growthで はな く,UnbalancedGrowthの 傾 向 を もつ こ とに な る。 そtl故

BalancedGrowthを 国 内生 産 の 多様 化 政策 に単純 に 結 び つ けて 理 解 す るこ と

は,国 民 所 得 増大 を阻害 す る結 果 とな る。 ヌル クセ的BalancedGrowthが 実

際 的 に意 味 を もち うるの は,生 産 増 大 に か か わ らず 各財 の 相対 価 格 が不 変 で あ

る とい う条 件 が妥 当 す る稀 な ケ ー スに の み限 られ る。

協 同 的 多 角投 資計 画の 有 利 な ケ ー スが な い わ けで は な い 。 しか し,そ の場 合

とい え ど も,高 能 率 ・高収 益 産 業 の拡 張 が優 先 すべ きで あ る とい うの 合理 的資

源 配分 原 理 か ら離 れ る もの で は な い 。
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外国 市場 の可能 性 に つ いて い え ば,多 くの後 進 国 に とつ て,・外 国 市場 へ の 進

出 は決 して 容 易 な こ とで は な い 。現 実 に 多 くの 障害 が あ る。 しか し,そ うだ か

らとい つ て,後 進 国 が 自か らを外 国市 場 か ら隔離 して,自 国 経 済 の 多様 化 に専

念 す るの は,決 して 賢 明 な こ とで は ない 。 市場 の拡 大 と共 に投 資 の 予想収 益 は

高 ま り,従 つ て投 資誘 因 も強 化 され る もの で あ るか ら,外 国市 場 か ら自己 を隔

離 して 国 内 市場 の啓 開 に専念 す る こ とは,結 局,投 資 誘 因 の 不 足 を強 め るこ と

に な るで あ ろ う。率 直 にい つ て,BalancedGrowthの 構想 は,特 定 の一 国 を

と りあ げ る場 合 に は 余 り役 立 つ もの で は な く,各 国 の投 資 が 協 同的 に計 画 され

る と きに最 も大 きな意 義 を もつ もの と思 わ れ る。

(1958.9.25.)




